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高齢者のみなさんの暮らしを援助する制度をお知らせします

　

日
頃
は
声
か
け
な
ど
の
見
守
り

を
、
災
害
時
に
は
、
安
否
確
認
や

避
難
の
手
助
け
な
ど
を
避
難
支
援

者
に
お
願
い
す
る
も
の
で
す
。

　

避
難
支
援
者
に
は
、
で
き
る
範

囲
で
の
支
援
を
お
願
い
す
る
も
の

で
、
責
任
を
伴
う
も
の
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。

　
「
避
難
支
援
者
」
は
、
隣
近
所

の
人
な
ど
地
域
の
み
な
さ
ん
に
な

り
ま
す
。

災
害
時
に
手
助
け
を
必
要
と
す
る
人
の
登
録
申
請
を
受
け
付
け
て
い
ま
す

　

市
で
は
、
災
害
時
に
自
力
で
避
難
す
る
こ
と
が
困
難
な
高
齢
者
や
障
害

者
が
安
全
・
確
実
に
避
難
す
る
た
め
の
「
本
庄
市
災
害
時
要
援
護
者
避
難

支
援
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、「
災
害
時
要
援
護
者
登
録
台
帳
」
へ
の
登
録

申
請
を
受
け
付
け
ま
す
。

支
援
内
容

　

独
り
暮
ら
し
の
高
齢
者
や
障
害

者
な
ど
、
災
害
が
起
き
た
と
き
に

手
助
け
（
支
援
）
を
必
要
と
す
る

人
に
対
し
て
、
地
域
が
連
携
し
て

支
援
を
行
う
制
度
で
す
。

　

災
害
時
に
自
分
を
守
る
こ
と
が

難
し
い
た
め
に
、
地
域
の
み
な
さ

ん
の
支
援
を
希
望
す
る
人
で
す
。

　

登
録
を
希
望
す
る
人
、
登
録
内

容
を
変
更
す
る
人
は
、「
本
庄
市

災
害
時
要
援
護
者
登
録
（
変
更
）

申
請
書
兼
個
別
支
援
計
画
書
」
に

必
要
事
項
を
記
入
の
う
え
、
下
記

の
窓
口
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

施
設
へ
の
入
所
・
転
出
・
死
亡

等
に
よ
り
登
録
を
取
り
消
す
場
合

は
、「
本
庄
市
災
害
時
要
援
護
者

避
難
支
援
制
度
登
録
台
帳
取
消
届

出
書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

※
届
出
書
は
窓
口
で
配
布
又
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
で
き
ま
す
。

※
登
録
さ
れ
た
個
人
情
報
は
避
難

支
援
以
外
の
目
的
に
は
使
用
し
ま

せ
ん
。

き
ま
す
。

＊
申
請
・
お
問
い
合
わ
せ
は
左
記

へ
★
制
度
全
般
に
関
す
る
こ
と
…
社

会
福
祉
課
☎
㉕
１
１
４
２
・
Ｆ

㉓
１
９
６
３

★
障
害
者
の
登
録
に
関
す
る
こ
と
…

障
害
福
祉
課
☎
㉕
１
１
２
５
・

Ｆ

㉓
１
９
６
３

★
高
齢
者
の
登
録
に
関
す
る
こ
と
…

介
護
い
き
が
い
課
☎
㉕
１
１
２

７
・
Ｆ

㉓
１
９
６
３

★
障
害
者
、
高
齢
者
の
登
録
に
関

す
る
こ
と
（
総
合
支
所) 
…
市

民
福
祉
課
☎
72
１
３
３
１
（
内

線
３
１
３
）・
Ｆ

72
１
６
３
０

「
災
害
時
要
援
護
者
」
と
は

「
災
害
時
要
援
護
者
避
難
支

援
プ
ラ
ン
」
と
は

登
録
申
請
・
登
録
内
容
の
変

更
・
登
録
取
消
し
に
つ
い
て

＊詳しくは、介護いきがい課☎㉕１１２７へ

お
気
軽
に
ご
相
談
を

　

市
へ
の
相
談
の
ほ
か
、
民
生
・

児
童
委
員
に
相
談
す
る
こ
と
も
で

事業名 対象者の要件 事業内容 本人
負担

緊急通報システム事業
おおむね65歳以上の独り暮らしで、身体上慢性的な
疾患等により、日常生活を営む上で常時注意を要す
る人

緊急通報システムを設置 あり

徘徊高齢者探知事業 おおむね65歳以上の在宅の認知症高齢者及びその家
族等

ＧＰＳ機能付きの携帯用端末
を貸与　　　 あり

要介護高齢者紙おむつ支給事業 介護保険で要介護４又は５に認定されている60歳以
上の在宅生活の高齢者で、失禁の状態にある人 毎月自宅へ紙おむつ等を配送 なし

要介護高齢者介護手当支給事業 介護保険で要介護４又は５に認定されている60歳以
上の高齢者を同住所で同居して常時介護している人

月額８，０００円を支給
（入院・ショートステイ等を
16日以上利用した月は支給対
象外）

なし

家族介護慰労金支給事業

①～③全てに該当する高齢者を同住所で同居して常
時介護している市民税非課税世帯の家族
①要介護４又は５に認定されてから１年以上経過
②過去１年間に介護保険サービスを利用していない
③過去１年間に１か月以上継続して入院していない

１世帯に年額10万円を支給 なし
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新
入
学
児
童
入
学
説
明
会
を
開
催
し
ま
す

　次代の社会を担う児童の家庭を経済的に支援することを目的とした福祉制度があります。申請し認定されると、
申請した月の翌月分からが支給対象となります。また、各手当は重複して受給することもできます。

　

今
年
４
月
に
市
内
各
小
学
校
へ

入
学
す
る
児
童
（
平
成
18
年
４
月

２
日
〜
平
成
19
年
４
月
１
日
生
ま

れ
）
の
保
護
者
を
対
象
に
入
学
説

明
会
を
実
施
し
ま
す
。

用 

意　

筆
記
用
具
、
上
履
き
、
履

物
を
入
れ
る
袋

※
入
学
説
明
会
に
は
保
護
者
の
み

ご
出
席
く
だ
さ
い
。

　

対
象
児
童
の
い
る
ご
家
庭
に
は

「
入
学
通
知
書
」
を
１
月
中
旬
に

郵
送
し
ま
す
。

　

通
知
が
届
か
な
い
場
合
や
、
詳

細
に
つ
い
て
は
左
記
へ
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

★
学
校
教
育
課
☎
㉕
１
１
４
９

◆新入学児童入学説明会日程◆

学校名 実施日 受付時間

本庄東小 ２月７日㈭ 午後１時50分～２時10分

本庄西小 ２月１日㈮ 午後１時～１時15分

藤 田 小 ２月１日㈮ 午後１時～１時25分

仁 手 小 ２月５日㈫ 午後１時45分～１時55分

旭 小 ２月１日㈮ 午後１時30分～２時

北 泉 小 ２月８日㈮ 午後１時30分～１時40分

本庄南小 ２月６日㈬ 午後１時30分～１時50分

中 央 小 ２月１日㈮ 午後１時20分～１時45分

児 玉 小 ２月８日㈮ 午後１時～１時20分

金 屋 小 ２月１日㈮ 午後２時～２時15分

秋 平 小 ２月１日㈮ 午後１時30分～１時45分

共 和 小 ２月15日㈮ 午後１時30分～１時50分

入
学
通
知
書
を
送
付

（特別）児童扶養手当・児童手当をご存じですか？
★子育て支援課☎㉕１１３０、市民福祉課☎72１３３１（内線３１６）

特別児童扶養手当 児童扶養手当 児童手当

内
容

精神又は身体に一定の障害がある子ど
もを育てている人に手当を支給する制
度

父又は母と生計を同じくしない子ども
を育てている人等に手当を支給する制
度

児童の家庭等における生活の安定及び
健全育成のために、児童を育てている
人に手当を支給する制度

手
当
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
人

精神又は身体に一定の障害がある20歳
未満の子どもを育てている人
※子どもが障害による公的年金を受け
取ることができる場合、又は施設など
に入所している場合は受けられません。

離婚・未婚・死別などの理由により、
父又は母と生計を同じくしない子ども
を育てている人、父又は母に一定の障
害がある子どもを育てている人
※公的年金を受け取ることができる場
合、又は子どもが施設などに入所して
いる場合は受けられません。

中学校修了前（15歳になる日以後の最
初の3月31日まで）の児童を育ててい
る人で、家計を支えている人
※請求者は、保護者のうち、より児童
の生計を維持する程度の高い人（所得
が高い人）です。
※公務員の人は職場で申請となります。

一定以上の所得があるときは受けられません

月
額

●重度障害の子ども１人につき
月額50,400円

●中度障害の子ども１人につき
月額33,570円

●子ども１人の場合　
月額41,430円

●２人の場合
5,000円加算

●３人以上の場合
１人につき3,000円加算

※所得に応じた支給停止措置（減額）
があります

＜所得制限限度額未満の場合＞
●３歳未満の児童１人につき

月額15,000円
●３歳以上小学校修了前
･第1･2子１人につき 月額10,000円
　　　　　　　　
･第3子以降１人につき 月額15,000円
●中学生１人につき
 月額10,000円
※第○子とは、18歳になる日以後の最
初の3月31日までの児童の順番です
＜所得制限限度額以上の場合＞

●一律 月額 5,000円

子育て家庭を支援する制度


